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�愛媛県告示第１１０８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１０９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、

指定医療機関から名称を次のように変更した旨の届出があった。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１０７号
次のとおり落札者を決定した。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

落札に係る特定役務の名称及び数量 契約に関する事務を担当する
機関の名称及び所在地 落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 入 札 公 告 日

愛媛県原子力防災ネットワークシス
テム（緊急時連絡網装置等）借入れ
及び保守点検業務一式

愛媛県県民環境部防災局原子
力安全対策課
愛媛県松山市一番町四丁目４
番地２

令和４年１０月２５日
リコーリース株式会社
四国支店
香川県高松市東ハゼ町９番地
７

６，５２４，１００円
（月額） 令和４年９月１３日

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

お ぐ に 薬 局 桜 井 店 今治市桜井二丁目５番３４
号 令和４年９月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 変更年月日

（変更後）
医療法人 中山内科

宇和島市堀端町２番１６号 令和４年９月１日
（変更前）
中山内科・胃腸科

毎週（火・金）曜日発行 第３５８号 令和４年１１月１１日

令和４年１１月１１日金曜日 第３５８号
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�愛媛県告示第１１１１号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１１３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部今治支局商工観

光室並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ダイレックス今治石井店

今治市石井町一丁目２６８番１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

ダイレックス株式会社

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地

代表取締役 多田 高志

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

ダイレックス株式会社

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地

代表取締役 多田 高志

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和５年６月２１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，５９８平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

９６台

イ 駐輪場の収容台数

２６台

ウ 荷さばき施設の面積

１１２平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１７．５４立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

駐車場�１・３
午前８時３０分から午後１０時３０分まで

駐車場�２
午前８時３０分から午後１０時まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

１箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

�愛媛県告示第１１１０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１１２号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社訪問看護リハビリス
テーションｙｏｕ ｔｏｏ

上浮穴郡�万高原町�万２６１
番地２

訪問看護リハビリステーショ
ンｙｏｕ ｔｏｏ

上浮穴郡�万高原町�万２６１
番地２ 令和４年９月１日

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

西条市立周桑病
院 西条市壬生川１３１番地 西 条 市

令和７年
１０月３１日
まで

名 称 所 在 地
開 設 者 担当しようとする

医療の種類 指定年月日
氏名又は名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

かもめ調剤薬局 今治市大新田町三丁目４
番７号 株式会社エイトゥリー 今治市大新田町三丁目４

番７号
代表取締役
八 木 由 温

薬局（育成医療・
更生医療）

令和４年
１０月１日
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令和４年１０月２０日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振

興部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から

１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１１１４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並び

に松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ダイレックス束本店

松山市束本二丁目３９番１

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ＮＴＴ西日本アセット・プランニング

大阪府大阪市都島区東野田町四丁目１５番８２号

代表取締役 盛山 弘一

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

ダイレックス株式会社

佐賀県佐賀市高木瀬町大字長瀬９３０番地

代表取締役 多田 高志

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和５年６月２１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，５９７平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

６８台

イ 駐輪場の収容台数

４０台

ウ 荷さばき施設の面積

９０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

２１．１０立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

１箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

令和４年１０月２０日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振

興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦

覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１１１５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並びに新居浜市役所において告示の日か

ら４月間縦覧に供する。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要
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大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルナカ新居浜本店 新居浜市上泉町１２番
１号

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか５者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか４者

令和３年
９月３０日

令和４年
１０月２８日

ザ・ビッグ松神子店 新居浜市松神子三丁
目８９番１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか１者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか２者

令和２年
４月１６日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１１１６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並びに西条市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルナカ東予店 西条市周布１９１番地 大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか７者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか４者

令和４年
１０月３１日
ほか

令和４年
１０月２８日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１１１７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要



愛 媛 県 報令和４年１１月１１日 第３５８号

９５７

��������������

��������������

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルナカ北条店 松山市下難波甲２２７
番地２

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか１者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか２者

令和４年
６月１０日

令和４年
１０月２８日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１１１８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部商工観光課並びに宇和島市役所において告示の日か

ら４月間縦覧に供する。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルナカ宇和島店 宇和島市保田甲８４１
番地２

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか３者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか２者

平成２９年
１０月３１日

令和４年
１０月２８日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１１１９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告

示の日から４月間縦覧に供する。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マルナカ大洲店 大洲市若宮１１１６番地
１

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか２者

マックスバリュ西日
本株式会社

令和４年
３月３１日
ほか

令和４年
１０月２８日
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�愛媛県告示第１１２０号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

四国中央市富郷町津根山乙４４０の１（次の図に示す部分に限る。）

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び四国中央市役所に備え置いて縦覧に供する。）

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部八

幡浜支局商工観光室並びに大洲市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１１２１号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

令和４年１１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出事項

（東予地方局農林水産振興部水産課管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

四国中央市土居町天満官有地

岸 章 正

四国中央市土居町天満２６９４－１

岸 千津子

四国中央市土居町野田甲４３７－１

林 勝 信
土 居 愛媛県漁業協同組合

西条市禎瑞５６７－１

杉 本 真 吾

西条市禎瑞２３４５

小 林 克 雄

西条市氷見甲１９８－４

小 野 治 美
禎 瑞 愛媛県漁業協同組合

西条市壬生川４３１－１３

豊 田 守

西条市壬生川５５４－３

柳 瀬 豊 明

西条市大新田２１４－２

稲 井 本 史
壬 生 川 愛媛県漁業協同組合

（南予地方局農林水産振興部水産課管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

宇和島市津島町成１５６

入 江 護

宇和島市津島町曲烏１０－２

松 下 直 史

宇和島市津島町柿之浦１８４３

中 山 徹
下 灘 第 一 愛媛県漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

令和４年１１月１１日から２５日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

東予地 方 局 管 内 の 加 入 区 東予地方局農林水産振興部水産課
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第８１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

令和４年１１月１１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１３２，９９０

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２２，６６０

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４１，６２４

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

南予地 方 局 管 内 の 加 入 区 南予地方局農林水産振興部水産課

�愛媛県告示第１１２２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

令和４年１１月１１日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第１１２３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和４年１１月１１日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第１１２４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

令和４年１１月１１日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

有限会社野の花 訪問介護事業所ののか 愛媛県今治市四村３１６番地の２ 令和４年９月１日 訪問介護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社 ファーストページ 福祉用具アクセス 愛媛県西条市大町１６９５番地４Ｆビル２
階２０１号 令和４年９月３０日 福祉用具貸与

株式会社 ファーストページ 福祉用具アクセス 愛媛県西条市大町１６９５番地４Ｆビル２
階２０１号 令和４年９月３０日 特定福祉用具販売

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社 ファーストページ 福祉用具アクセス 愛媛県西条市大町１６９５番地４Ｆビル２
階２０１号 令和４年９月３０日 介護予防福祉用具

貸与

株式会社 ファーストページ 福祉用具アクセス 愛媛県西条市大町１６９５番地４Ｆビル２
階２０１号 令和４年９月３０日 特定介護予防福祉

用具販売

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４２，９３３ １４，３１１

南 宇 和 郡 １７，７０５ ５，９０２

松山市・上浮穴郡 ４３２，８９８ １３８，８１７
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今 治 市 ・ 越 智 郡 １３４，８２１ ４４，９４１

宇和島市・北宇和郡 ７３，２３１ ２４，４１１

八幡浜市・西宇和郡 ３５，１８９ １１，７３０

新 居 浜 市 ９７，５６４ ３２，５２２

西 条 市 ８９，３７４ ２９，７９２

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ４８，５１７ １６，１７３

伊 予 市 ３０，５３２ １０，１７８

四 国 中 央 市 ７１，３３７ ２３，７７９

西 予 市 ３０，８２６ １０，２７６

東 温 市 ２８，０６３ ９，３５５

令和４年１１月１１日 発行


